
声明文 
「イノベーションこそが成長のエンジンである」 

 
少子高齢化のインパクトが顕在化する中で、社会的弱者にも優しい、物質的に

も精神的にも豊かな社会を構築していくためには、一方で活力のある経済がな

ければならない。そのためには既存の産業の生産性や競争力を高めたり、新し

い産業を生み出したり、市場を国外に広げたり、といったイノベーションを活

性化させていかなければならない。イノベーションこそが未来の国家経済を支

える中核的な成長エンジンであり、基盤となる。いま求められる国家戦略は、「国

民の潜在的なイノベーションの可能性を最大限に具現化し、それによって新し

い産業や文化を創り出すこと」である。 
 
いま、インターネットは広く社会・産業全般のイノベーションの基本的なエン

ジンとなっている。インターネットは人間活動のあらゆる面に浸透した表現の

手段であり、情報伝達の手段であり、協働の手段であり、創造性発揮の手段で

あり、そして民主主義プロセスへの参加の手段である。この手段としてのイン

ターネットを有効に活用することを通じて、経済が発展し、文化が繁栄し、民

主主義が成熟し、生活の質が改善される。 
 
われわれはインターネットを基盤とするイノベーションを活性化させるために

は、現在それを阻害しているさまざまな規制や慣行を見直すことが必要である

と考えている。行政手続きなどで、インターネットの活用が考慮されておらず、

国民がインターネットの利便性を享受する妨げとなっている。国民的な議論と

政治のリーダーシップのもとで、規制改革を進めていくべきである。 
 
我々はネットの持つ力が強いだけに、時に危険であることも認識し、必要な対

応を進める決意である。ただし、国境なくつながるネットの世界で、感情的に

規制を強化するだけでは、イノベーションが阻害されるだけでなく、肝心の安

全面でも問題が水面下にもぐるだけで、実効性がないどころかかえってよくな

い結果をもたらすことも認識すべきと考える。むしろ、現実に即したルールに

もとづいた健全な利用を発展させていくことで、悪質な事業者が入り込む余地

が小さくなる。 
 



我々は、イノベーションを活性化させ、それを豊かで安全な社会構築に結び付

けさせるべく、産業界、政界、学界、行政、NGO 等が冷静で建設的な対話と行

動を進め、それぞれの役割に沿って行動していくことを呼びかける。 
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